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重は 12 パーセントだったが，2000 年には 31








パーセントだったが，2000 年には 21 パーセン
トになり，2015 年には 36 パーセントとなった























dgbas.gov.tw　2017 年 10 月 2 日アクセス）。電子
産業の構成においては，1991 年には電子製品
部門と電子部品部門の比重はそれぞれほぼ半々
だったが，2000 年には 32 対 68 になり，2015









































































































































































































































































































長した。製造業に占める 1991 年と 2000 年の比
重は，電子部品部門が 6 パーセントから 21
パーセントになり，電子製品部門が 6 パーセン
トから 10 パーセントになった。このように
1990 年代は 2 部門が並行して成長した時代で
あった。その結果，電子産業の比重は 1991 年











2000 年の 10 パーセントから 2015 年の 12 パー
セントへと，15 年間に 2 パーセント微増した
にすぎなかった。電子製品部門と電子部品部門
の付加価値生産額の差は拡大し，2000 年には
後者が前者の 2.2 倍だったが，2015 年には 3 倍
になった。電子産業全体は電子部品部門に牽引











8造業に占める比重をみると，1991 年には 2 パー
セントを占めるにすぎなかったが，2001 年に




















































































































































































































　 電 子 産 業 は HS コ ー ド 8470,8471,847321,847329,847330,847350,850110,850421,850431,850440,850450,
850490,850780,8517～8534,853610,853620,853630,853641,853649,853650,853661,853669.853690,853710,
8538～8543, 854411, 854419, 8545～8547, 900120, 9002, 9005～9017, 901811～901814, 901819, 901820, 901850,
901890,902140,902150,9022,9024～9031,903289,903290,9033。


























































8471 情報機器 10,690 9.2
8542 半導体 7,142 6.2
8528 モニター, プロジェクター，テレビ 1,630 1.4
8517 電話機 1,592 1.4
8534 プリント基板 1,543 1.3
２００１年8542 半導体 13,431 11.0
8471 情報機器 12,108 9.9
8534 プリント基板 2,766 2.3
8517 電話機 2,638 2.2
8523 記憶メディア 1,502 1.2
２００６年8542 半導体 35,668 16.7
9013 液晶パネル等 14,436 6.8
8531 音響信号用および可視信号用機器 5,471 2.6
8534 プリント基板 5,441 2.6
8523 記憶メディア 4,562 2.1
２０１１年8542 半導体 50,136 17.2
9013 液晶パネル等 17,008 5.8
8517 電話機 13,586 4.7
8541 ディスクリート半導体，発光ダイオード等 9,182 3.2
8534 プリント基板 6,011 2.1
２０１６年8542 半導体 72,379 28.2
9013 液晶パネル等 7,285 2.8
8541 ディスクリート半導体，発光ダイオード等 6,888 2.7
8529 テレビ , ラジオ等の部品 5,961 2.3










































































ン ズ・ メ ー カ ー 保 勝 光 学（BASOPrecision
OpticsLtd.）（注８）の同僚であった。林は 1933 年
に生まれ，国立中興大学農業化学学科を卒業後，
中 学 の 化 学 の 教 師， 国 営 企 業 の 台 湾 糖 業
（TaiwanSugarCorp.），台湾省政府経営の硫酸




















1998 2,414 － 366 15.2
1999 2,769 14.7 625 22.6
2000 4,163 50.3 1,096 26.3
2001 4,203 1.0 855 20.4
2002 6,690 59.2 1,058 15.8
2003 10,905 63.0 2,126 19.5
2004 17,503 60.5 3,369 19.2
2005 25,923 48.1 5,622 21.7
2006 31,428 21.2 6,277 20.0
2007 36,117 14.9 7,585 21.0
2008 26,176 －27.5 3,533 13.5
2009 26,996 3.1 4,019 14.9
2010 36,261 34.3 4,584 12.6
2011 35,034 －3.4 3,695 10.5
2012 37,011 5.6 4,437 12.0
2013 41,403 11.9 4,745 11.5
2014 53,997 30.4 7,209 13.4
2015 50,837 －5.9 6,399 12.6




林 ら 3 人 は 1980 年 に ま ず ガ ラ ス・ レ ン









































2002 1,805 － 920 51.0
2003 2,161 19.7 1,350 62.5
2004 2,256 4.4 1,125 49.9
2005 3,388 50.2 1,711 50.5
2006 5,250 55.0 3,890 74.1
2007 4,159 －20.8 2,570 61.8
2008 5,519 32.7 3,242 58.7
2009 6,254 13.3 2,486 39.7
2010 9,410 50.5 4,044 43.0
2011 14,547 54.6 5,199 35.7
2012 19,652 35.1 5,578 28.4
2013 27,999 42.5 9,610 34.3
2014 44,027 57.2 19,438 44.2
2015 51,486 16.9 24,157 46.9



































2003 年の第 1 四半期から第 3 四半期ではそれ
ぞれ売上高の 42 パーセント，27 パーセント，
12 パーセントを占めていた［『經濟日報』2003






















いなかったとみられる。2003 年 10 月 22 日付
の『經濟日報』では，林耀英は複合機用レンズ，
デジタルカメラ用レンズ，携帯電話用レンズが




の 8 割以上を占め［『聯合晚報』2006 年 12 月 25
日］，2011 年には 9 割以上を占めるようになっ
た［『工商時報』2011 年 10 月 21 日］。


























が 11 億元だったが，8 億元を投じて先進的な
クリーンルームと関連する設備を導入すること
によって解決された［『工商時報』2004 年 7 月 27
日；胡釗維2005；高芳真2008,92-93］。なお，業
績の悪化といっても，2004 年の第 2 四半期の
売上高利益率は 51 パーセント［『工商時報』
2004 年 8 月 19 日］，第 3 四半期は 47 パーセン









2008 年 5 月 14 日］，欧米企業を合わせると約 70
パーセントとなり，日本企業や台湾企業がそれ
に次ぎ，中国系の比重はまだ小さかった［『經
濟日報』2008 年 1 月 23 日］。また，自前のレン
ズ・メーカーを抱える韓国の携帯電話メーカー
にはまだ供給していなかった。






報』2013 年 6 月 11 日］。大立光電の携帯電話用
レンズにおけるシェアは世界最大であり，2012
年には 20.9 パーセント［『經濟日報』2013 年 6
月 16 日］，2015 年には 35 パーセントを占めて









































































端を走っている。2013 年 6 月時点で，取得済
の特許が 454 件，申請中が 657 件となっていた











9 元だった［『經濟日報』2013 年 6 月 12 日］。
大立光電は製造技術の向上のため，早くから
積極的に先端的な機械設備を導入してきた。例





































月 28 日］。また，同年 10 月 30 日に知財裁判所
の判決があり，それによると特許を申請した技
術はディスペンサーのノズル構造と遮光片の送
り機構であった［『工商時報』2015 年 10 月 31 日］。
林耀英の次子であり，2010 年から COE に就い


















日報』2013 年 2 月 18 日］，所期の成果を得られ
なかった。2015 年からは改めて自社での開発


























いった。液晶パネル駆動 ICは 1999 年には聯
詠科技の売上高の 4.82 パーセントを占めるに
すぎなかったが，2000 年には 24.24 パーセント，
2001 年には 30.67 パーセントを占めるようにな







































月 29 日］。第 2 に聯華電子が当時の主力である
8 インチ・ウェハーを使って，聯詠科技の



















に売却していった。2001 年 3 月 13 日時点の聯
華電子は 29.80 パーセントの株式を保有してい













10 月 28 日付の『工商時報』は，聯華電子をは
じめとする上位ファウンドリ・メーカーが液晶










日報』2001 年 2 月 1 日］。聯友光電は 2001 年に
BenQ グ ル ー プ の 達 碁 科 技（AcerDisplay
TechnologyInc.） と 合 併 し， 友 達 光 電（AU
OptoronicsCorp.）となった。聯詠科技は引き続
きその主たるサプライヤーになっている。2001
年の第 1 四半期から第 3 四半期では聯詠科技の
出荷の半分以上を占めていた。同時に友達光電
は液晶パネル駆動 IC の 2 割を聯詠科技から調





































［『經濟日報』2005 年 2 月 19 日］。2012 年 2 月に
はルネサスエレクトロニクスが撤退し［『日経
産業新聞』2012 年 2 月 1 日］，聯詠科技は早速ル
ネサスエレクトロニクスに代わってシャープに










浸食を許すことになった。2008 年第 4 四半期
では，中小型液晶パネル用駆動 IC が聯詠科技
の売上高に占める比重は，22 パーセントまで












商時報』2011 年 8 月 31 日；2011 年 11 月 5 日］（注25）。
IHS iSuppli Display Driver IC Market 
Tracker によると，聯詠科技の 2015 年の液晶



















































































































































































































































投資は，1999 年には 5 億米ドルあまりだったが，
2000 年に 15 億米ドル弱に急増し，さらに 2002
年には 26 億米ドルあまりまで増え，2004 年には
30 億米ドルを突破した（行政院大陸委員會［各
月版］。原資料は經濟部投資審議委員會）。





（注 8）保勝光学は 1970 年，独ロバート・ボッ
シュの子会社として設立された。1986 年，イー
ストマン・コダックに買収され，2002 年に台湾
資 本 に 譲 渡 さ れ た（http://www.baso.com.tw




（注 10）大根精密光学は 2001 年に大光光電に
吸収されている。
（注 11）「公司沿革」（http://www.largan.com.
tw/html/about/about.asp#02 2016 年 3 月 5 日
アクセス）。
（注 12）大陽科技は現在，後述するボイスコイ
ル モ ー タ ー(VCM) を 製 造 し て い る（http://
www.largan.com.tw/larganDigital/index.html





























（注 18）何泰舜は 2001 年 2 月 1 日付の『經濟





駆動 IC の比重は 65.72 パーセントである［聯詠
26
科技 2017,39］。
（注 20）高電圧工程を必要とする gate 駆動 IC
では，聯華電子でも 6 インチ・ウェハーが用い
られた。
（注 21）それでも 2016 年の聯詠科技の最大の
発注先は聯華電子であり，全調達額の 28.887 パー
セントを占めていた［聯詠科技2017,59］。










心［2011,8/33,34］ も 2010 年 に 聯 詠 科 技 は
iPhone のサプライチェーンに加わったとしてい






しかし，前述の 2010 年 4 月 2 日付の『工商時報』




年第 1 から第 3 四半期までの聯詠科技のシェア








1998 年には 8 億米ドルあまりあったが，その後，
中国へのシフトによって急速に減少し，2016 年
















































































Developing Economies. Preliminary Issue:
3-25.
Breznitz,Dan 2007. Innovation and the State: 
Political Choice and Strategies for Growth in 
Israel, Taiwan, and Ireland.NewHavenand
London:YaleUniversityPress.
Fuller, Douglas B. 2005.“Moving along the
Electronics Value Chain: Taiwan in the
GlobalEconomy.”inGlobal Taiwan:Building 






Successes  and  Fa i lures  in  Ta iwan ’ s
Electronics Industry.” inGlobal Taiwan:




Hong,SungGul1997.The Political Economy of 
Indus t r ia l  Po l i cy  in  Eas t  As ia :  The 
Semiconductor Industry in Taiwan and South 
Korea.Cheltenham:EdwardElgar.





























































































Growth of Taiwan’s Electronics Industry Led by 
Parts and Components: Case Studies of Largan 
Precision and Novatek Microelectronics
Yukihito Sato
Since the 1990s, the growth of Taiwan’s electronics industry has depended heavily on the 
electronic components and parts manufacturing sector. In the early 1990s, this sector and the 
electronic products manufacturing sector contributed approximately 50% of the value added in 
Taiwan’s electronics industry, respectively. By contrast, the former’s contribution rose to 75% and 
the latter’s fell to 25% in 2015. Existing studies have revealed two dynamics that have caused this 
unbalanced growth and structural transformation. First, the electronic products manufacturing 
sector has shifted its production from Taiwan to China and other less-developed countries. 
Second, some subsectors of the electronic components and parts manufacturing sector have 
become global players beyond Taiwan’s production networks. A representative case is the 
semiconductor pure-play foundry sector which includes the world largest foundry TSMC. This 
paper focuses on the latter dynamic, and aims to provide a deeper understanding of how 
Taiwanese parts and components producers have developed globally by examining the cases of 
Largan Precision Co. Ltd., the world’s leading lens maker, and Novatek Microelectronics Corp., 
the world’s second-largest producer of LCD driver integrated circuits. The most important 
findings of this study are the identification of three traits that both the firms display. First, both 
firms began to target international markets as well as the domestic market soon after their 
establishment. Second, although domestic linkages were important in the early stages of their 
development, they have become less dependent on them and more involved in global networks. 
Third, the key to their transformation has been independent research and development of 
technologies.
